
 

 

欠格事由（評議員、役員となることができない者） 

 

社会福祉法第40条第１項および第44条第１項より 

（１） 法人 

（２） 精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認

知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者 

（３） 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの

法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなるまでの者 

（４）（３）のほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、または

執行を受けることがなくなるまでの者 

（５） 所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた法人の解散当時の役員 

（６） 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 



社会福祉法人の役員等の兼務について

会計監査人 監事 理事 評議員 職員

会計監査人 ×
（公認会計士法）

×
（公認会計士法）

×
（公認会計士法）

×
（公認会計士法）

監事 ×
（公認会計士法）

×
（社福法第44条第2項）

×
（社福法第40条第2項）

×
（社福法第44条第2項）

理事 ×
（公認会計士法）

×
（社福法第44条第2項）

×
（社福法第40条第2項） ○

評議員 ×
（公認会計士法）

×
（社福法第40条第2項）

×
（社福法第40条第2項）

×
（社福法第40条第2項）

職員 ×
（公認会計士法）

×
（社福法第44条第2項）

○ ×
（社福法第40条第2項）

評議員 監事

顧問会計士
顧問税理士
顧問弁護士

法律面・経営面の
アドバイスのみ ○ ○

記帳代行業務・税理士業務 × ×

財務会計に係る
態勢整備状況の
点検等の支援

助言にとどまる場合 ○ ○

業務執行に当たる場合 × ×

会計監査人

記帳代行業務 ×

税理士業務 ×

１．法人の役員・評議員・会計監査人・職員との兼務関係

２．評議員・監事・会計監査人と顧問会計士等との兼務関係
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Ａ社会福祉法人

理事（６名以上）

監事（２名以上）

評議員（理事定数を超える数） Ａ法人の評議員・理事・監事が役員等※1と
なっている他の法人（社福除く。）※2

役員・評議員
から受ける金
銭等により生
計を維持する

者

事実上婚姻
関係と同様

の者

※理事のうちには、各理事と、親族等特殊関
係者が3人を超えて含まれてはならない
※各理事並びに当該理事と、親族等特殊関係
にある者が理事総数の3分の1を超えてはな
らない。

※監事のうちには、各役員と、
親族等特殊関係者が含まれ
てはならない。

兼
職
禁
止

役
員
等

兼職禁止

兼職禁止

役
員

※評議員のうちには、各評議員と、親族等
特殊関係者が含まれてはならない。

※評議員のうちには、各役員と、親族等特
殊関係者が含まれてはならない。

（※1）法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事など法人の経営に従事している者（評
議員は含まれない。）

（※2）当該理事等を含め1/3までは兼務可能

役員等※1 職員

社会福祉法人における親族等の特殊の関係のある者

親族

配偶者
３親等内
の親族

３親等内の
親族(生計を一)

親族

配偶者

親族

親族等の特殊の関係がある者
（親族等特殊関係者）

･･･法律で定める者 ･･･省令で定める予定の者

役員・評議
員に雇用さ
れる者

親族

配偶者

Ａ
法
人
の
理
事
・監
事
・評
議
員
と
右
の
特
殊
関
係
に
あ
る
者
は
選
任
不
可
（理
事
の
場
合
は

ま
で
）

1/3

３親等内の
親族(生計を一)

３親等内の
親族(生計を一)
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